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（参考５）

激甚災害の指定について

【経 過】

○ 平成28年８月からの台風等により、全国各地に甚大な被害がもたらされたこ

とから、国は、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」

（以下、「法」という。）に基づき、当該災害を「激甚災害」として指定した。

○ 「激甚災害」の指定は、平成28年９月16日の閣議で決定され、９月23日に公

布・施行された。

さらに、この後の国による被害状況調査の結果、激甚災害の適用措置が追

加された（平成28年10月７日閣議決定、10月13日公布・施行）。

【激甚災害の指定と適用措置】

本 激

（１）公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（法第３条、第４条）

公共土木施設の災害復旧事業等について、公共土木施設災害復旧事業費国庫

負担法等の根拠法令等に基づく通常の国庫補助率を嵩上げ

（２）農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置（法第５条）

農地、農道や水路などの農業用施設及び林道の災害復旧事業等について、農

林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律等に基づく通常

の国庫補助率を嵩上げ

（３）農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例（法第６条）

農業協同組合、水産業協同組合等が所有する加工施設、共同作業所等の共同

利用施設の災害復旧事業について、通常の国庫補助率を嵩上げ
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（４）その他

公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助、私立学校施設災害復旧事業に

対する補助、市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例、小災害債

に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等、合計７の措置を適用

局 激

北海道空知郡南富良野町並びに岩手県宮古市、久慈市及び下閉伊郡岩泉町の４市町

を対象として、中小企業信用保険法による災害関係保証の特例（法第１２条）が適用

事業の再建を図る中小企業者等に対し、中小企業信用保険の保険限度額の別

枠化、てん補率の引上げ及び保険料率の引下げの特例措置

本 激（追加措置）

水産動植物の養殖施設の災害復旧事業に対する補助（激甚法第７条第３号）

水産動植物の養殖施設（ほたてがい、かき類、ほや類、こんぶ類及びわかめ

類）が被害を受けた場合の災害復旧事業に対して補助率９／１０で補助実施

【道内における激甚災害指定による災害復旧事業の補助率嵩上げ等】

１．農地等の災害復旧事業等

（１）対象事業

農地、農業用施設、林業用施設、農業共同利用施設の災害復旧事業

（２）補助対象の事業主体

①農地または農業用施設

道、砂川市、長沼町、深川市、むかわ町、日高町、平取町、七飯町、旭川市、

上富良野町、南富良野町、上川町、美瑛町、清水町、新得町、足寄町、音更町、

上士幌町、芽室町、帯広市、本別町、苫前町、北見市、訓子府町、標茶町
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②林業用施設

道、壮瞥町、厚真町、むかわ町、日高町、平取町、様似町、当麻町、上川町、

南富良野町、北見市、紋別市、帯広市、上士幌町、豊頃町、浦幌町、白糠町

③農業共同利用施設

美瑛町、南富良野町

（３）補助率の嵩上げの例

（農地の復旧）北見市 87.8％ → 96.8％

２．公共土木施設災害復旧事業等

（１）対象事業

公共土木施設、公立学校、社会福祉施設等の災害復旧事業

（２）補助対象の事業主体

①公共土木施設

赤平市、東川町、美瑛町、清水町、新得町、南富良野町、占冠村、むかわ町、

日高町、平取町、新冠町、様似町、士幌町、上士幌町、芽室町、中札内村

②公立学校

南富良野町、様似町

③社会福祉施設

美瑛町、南富良野町

（３）補助率の嵩上げ

（公共土木施設）南富良野町 80.0％ → 95.6％

３．市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例

（１）対象事業

市町村が感染症の予防のために行う消毒事業

（２）補助対象の事業主体

新冠町、赤平市、芽室町、清水町、南富良野町、新得町

（３）補助率の嵩上げ

2/3 → 100％
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４．私立学校施設災害復旧事業

（１）対象事業

私立学校施設の災害復旧事業

（２）補助対象の事業主体

私立学校施設の設置者（釧路市、白糠町に学校を設置する３法人）

（３）補助率

激甚災害の指定を受けた場合１／２

５．水産動植物の養殖施設の災害復旧事業

（１）対象事業

水産動植物の養殖施設（ほたてがい、かき類、ほや類、こんぶ類及びわかめ類）

が被害を受けた場合の災害復旧事業

（２）補助対象の事業主体

長万部町、八雲町、森町、鹿部町の養殖業者（個人）

（３）補助率

９０％

６．その他

（１）「局地激甚災害」として、道内では南富良野町が「中小企業信用保険法による

災害関係保証の特例」の適用が受けられることとされたが、当該特例の活用実績

はなし

（２）「激甚災害」の指定に伴い、国から農地等災害復旧や公共土木施設災害復旧の

査定設計委託費等補助金として、道にそれぞれ約４千万円と約１０億円が交付


